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〈原著〉
⽛チームとしての学校⽜の機能を生かした教育相談体制の在り方
中 田 貢（藤女子大学 文学部 文化総合学科）
近年、子供たちの問題行動の背景には、子供たちの問題と環境の問題が複雑に絡み合って
いることから、単に子供たちの問題行動のみに着目して対応するだけでは、問題はなかなか
解決できない。こうした問題の効果的な解決には、学校における教育相談において、スクー
ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門人材との連携・協働が重要になっ
てきている。本論文では、複雑化・多様化した学校における課題を解決するために、中央教
育審議会答申で示された⽛チームとしての学校⽜の機能を生かして、組織として教育相談に
取り組む体制をいかにして創り上げていくべきかについて、主に北海道内の高等学校の実践
をもとに考察したものである。
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⚑．はじめに
2015 年 12 月の中央教育審議会答申⽛チームとして
の学校の在り方と今後の改善方策について⽜（以下
⽛チーム学校答申⽜）で示された⽛チームとしての学校⽜
の考え方は、複雑化・多様化した学校における課題を
解決するために、学校としてのマネジメントを強化し、
組織として教育活動に取り組む体制を創り上げる必要
性から提言されたものである。⽛チーム学校答申⽜に
おいては、⽛子供たちの問題行動の背景には、多くの場
合、子供たちの心の問題とともに、家庭、友人関係、
地域、学校など子供たちの置かれている環境の問題が
あり、子供たちの問題と環境の問題は複雑に絡み合っ
ていることから、単に子供たちの問題行動のみに着目
して対応するだけでは、問題はなかなか解決できない。
学校現場で、より効果的に対応していくためには、
教員に加えて、心理の専門家であるカウンセラーや福
祉の専門家であるソーシャルワーカーを活用し、子供
たちの様々な情報を整理統合し、アセスメントやプラ
ンニングをした上で、教職員がチームで、問題を抱え
た子供たちの支援を行うことが重要である。⽜1) とされ
ている。この考え方をイメージで示したものが下の図
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図 ⽛チームとしての学校⽜のイメージ2)
であるが、⽛チームとしての学校⽜の機能を生かして教
育相談を充実させるためには、学校や教員が図中のス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーと
連携・分担するとともに、地域社会の関係機関などと
連携・協働する体制を整備していくことが重要である。
学校における心理や福祉等のスタッフとしては、国
の事業として、1995 年からスクールカウンセラーが、
2008 年からスクールソーシャルワーカーが導入され、
一定の実践が蓄積されてきている。しかし、それら専
門人材の配置は、⽛チーム学校答申⽜において⽛国は、
学校教育法等において正規の職員として規定する…
（中略）…ことを検討する。⽜としているのにもかかわ
らず、財政上の理由から国の施策は進んでおらず、十
分な連携・協働の下に行われてきたとは言いがたい。
また、外部人材の活用に消極的である伝統的な学校
風土等から、これまで教員とスクールカウンセラー等
との連携・協働の在り方にも問題が見られた。本来、
連携・協働とは教育の専門家である教員が、心理や福
祉の専門家であるスクールカウンセラー等と互いの職
務を理解し、専門性を生かしながら共に協力し対話し
合いながら、児童生徒に対して支援を行うことである。
しかるに、これまで学校ではややもすると、互いの情
報共有が不十分であったり、特定の児童生徒の支援を
学校もしくはスクールカウンセラー等が一方的に進め
てしまったりするなど、一体となって取り組んでいく
べき連携・協働がなされてこなかった傾向がある。
そこで、本論では、学校の現状を踏まえた上で、⽛チー
ムとしての学校⽜の機能を生かして教育相談体制を充
実させていくためにはどのような工夫・改善が必要な
のか、主に北海道内の高等学校（以下、高校）の実践
をもとに考察し、今後の在り方を探っていくこととす
る。なお、高校の実践状況については、毎年開催され
る北海道高等学校教育相談研究会における報告および
研究大会集録にもとづいて分析と例示を行うこととし
た。
⚒．スクールカウンセラーとの連携・協働
⑴ スクールカウンセラーの導入の状況
スクールカウンセラーの学校への導入は、1995 年に
当時の文部省（現、文部科学省）が⽛スクールカウン
セラー活用調査研究委託事業⽜を立ち上げたことに始
まり、現在は⽛スクールカウンセラー等活用事業⽜と
して進められている補助事業である。北海道教育委員
会（以下、道教委）では、これを受けて⽛スクールカ
ウンセラー活用事業⽜により、配置又は派遣という形
態で行っている。文部科学省の⽛スクールカウンセ
ラー等活用事業実施要領⽜では、経費の制限などから
公立高校へのスクールカウンセラーの配置は、事業の
実施に係る配置校の 10％以内を目安としていること
から、道内の高校におけるスクールカウンセラーの活
用のほとんどは派遣の形態で、最も手厚い対応となる
通年型配置は限られた高校でしか行われていない。
このような状況に対して、A 高校や B 高校では、
PTA 予算によってスクールカウンセラーの来校回数
を増やし充実した教育相談体制を確保している。特
に、A 高校では来校回数が年間 30 回に及び、生徒や
保護者の相談も多く相談件数は年間 100 件超となって
いる。
校務運営に係る父母負担の軽減を訴える道教委の方
針には逆行するが、教職員の旅費等とは異なり、直接
生徒や保護者に還元される執行であるため、父母の理
解が得られやすいことから、今後もこの傾向は続くも
のと思われる。一方、C高校のように、⽛高校生ステッ
プアップ・プログラム⽜など、他の指定事業との組み
合わせによりスクールカウンセラーの来校回数を確保
している学校も見られる。
⑵ スクールカウンセラーとの連携・協働の在り方
スクールカウンセラー導入当初の学校では、学校側
がスクールカウンセラーについて十分理解できていな
いことから、教員がスクールカウンセラーに距離を置
いてしまうケースがよく見られた。教員とスクールカ
ウンセラーとの連携・協働を進めていくためには、日
常的に教員とスクールカウンセラーが交流を図り、良
好な関係をつくることにより、互いに専門とする教育
と心理の分野を理解し合うことが大切である。
D高校では、スクールカウンセラーが授業を参観し
たり、生徒と一緒に給食（D高校は町立の昼間定時制
高校のため）をとったりすることを通して、生徒の日
常の行動観察を行っている。これは、日常的な会話か
らスタートして、できるだけ自然な形で生徒の⽛困り
感⽜をスクールカウンセラーに相談できる環境づくり
になるとともに、日常の教育活動の共通理解に基づい
て、連携・協働を進める上で効果的な取組となってい
る。
また、2003 年から 2004 年まで筆者が教頭として勤
務したE高校では、導入後かなり早い時期から教員と
スクールカウンセラーとの日常的な交流による良好な
関係の構築が図られ、教員自身が教育相談の専門的な
知識・技能を身に付けることにより、生徒指導困難校
でありながら生徒を支援する視点での充実した教育相
談が行われ、教育相談のスキルをもった教員の育成に
もつながっていた。
このように、教員とスクールカウンセラーの信頼関
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係が構築されると、職務上、特に守秘義務を重視する
互いの立場を乗り越えて情報共有が図られ、充実した
教育相談を進めていくことが期待される。例えば、ス
クールカウンセラーが生徒の相談内容を学校側に、よ
り詳細に報告する一方、学校で把握している家庭環境
などの情報をスクールカウンセラーに提供することに
より、当該生徒の問題を多面的に解決していくことも
可能となっていくのである。
⚓．スクールソーシャルワーカーとの連携・協働
⑴ スクールソーシャルワーカーの導入の状況
スクールソーシャルワーカーの学校への導入は、
2008 年度に文部科学省が⽛スクールソーシャルワー
カー活用事業⽜を調査研究委託事業として立ち上げた
ことに始まり、この調査研究で全国的にニーズが高
まったため、翌年度から補助事業が開始された。道教
委では、社会福祉等の専門的な知識や経験を用いて児
童生徒が置かれた様々な環境へ働きかけたり、関係機
関等とのネットワークを活用したりして、課題を抱え
る児童生徒への支援により教育相談を整備するとし
て、2017 年度現在、30 市町に延べ 45 名、道教委に⚖
名を配置し支援を行っている。しかし、スクールカウ
ンセラーに比べると、補助事業による配置数はかなり
少ないため、文部科学省は、児童生徒の問題行動や不
登校、家庭内の虐待、貧困などの解決に当たり、一定
の効果を上げているとして、2019 年度までにすべての
公立中学校区（約⚑万校区）に配置するとしている。
⑵ スクールソーシャルワーカーとの連携・協働の在
り方
スクールソーシャルワーカーは、導入されてから歴
史が浅く、道内では各教育委員会に重点的に配置され
ていることから、活用事例としては小中学校がほとん
どである。道教委は、⽛スクールソーシャルワーカー
活用事業実践活動事例集⽜3) の中で、次の⚒つの活用
事例を示している。
【事例⚑】生活困窮家庭の不登校に対して関係機関と
連携した支援をするための活用事例
当該生徒（中学生男子）と母親への支援プランニン
グに当たっては、当該教育委員会、スクールソーシャ
ルワーカー、スクールカウンセラー、民生委員、児童
相談所等からなるサポートチーム会議による協議を行
い、当該生徒は適応指導教室への通級をきっかけに、
スクールカウンセラー等のケアにより不登校の原因と
なった生活の乱れが改善され、ひとり親家庭の母親に
対しては、福祉部局や民生委員との連携により、就労
支援に向けた支援が開始された。
【事例⚒】不登校の生徒のストレングスを生かしたプ
ランニングを支援するための活用事例
学校や母親からの登校への働きかけに対して、過剰
に反抗的な態度を示す当該生徒（中学校男子）に対し、
学級担任や母親、友だち等の環境のストレングスを活
用するとともに、反抗的な態度を意思の強さというス
トレングスとしてとらえて支援を進めた結果、登校で
きるようになった。
この⚒つの事例を、学校との連携・協働という観点
からみると、いずれもスクールソーシャルワーカーが、
関係機関相互の連携・協働の集約点として機能するこ
とによって取組が進んだ事例と言える。
しかし、ある男子中学生の不登校に気付いたスクー
ルソーシャルワーカーが学校に進言したところ、学校
側からは⽛当面は教師の電話連絡や家庭訪問で様子を
見守る⽜との回答で働きかけができなかったという事
例がある一方、ある高校では、スクールソーシャルワー
カーを活用できず、収入条件を満たす保証人が見つか
らなかったため奨学金を断念せざるを得なかった生活
困窮家庭に対して、生活保護を勧めたが拒否されてし
まった事例なども見られる。学校外の要素が主な原因
となる教育相談の事例の増加が予想されるなか、ス
クールソーシャルワーカーの学校における認知度を高
めていくとともに、高校においても活用しやすい配置
の充実をさらに進めていくことが必要である。
⚔．関係機関等との連携・協働
⽛チーム学校答申⽜では、第⚑章の図における地域社
会の構成員として、保護者や地域住民等の学校関係者
や、警察、保健所、児童相談所等の関係機関などを想
定している。ここでは、これら関係機関等との連携・
協働について述べることとする。
病的な症状を有する生徒の教育相談に当たっては、
医療機関との連携・協働が重要である。
F高校では、次のような事例について、メンタルク
リニックから直接助言を受け、充実した生徒への支援
を行っている。
①心身症もしくは障がいの有無についての判断
②症状や障がいの程度についての診断
③パニック・発作・気分の急激な落ち込みといった
症状に対応するための情報提供
④取り組むことが可能な授業の形態や内容や、対応
に困った際の相談先の情報提供
しかし、F高校でも、医師によっては⽛学校自体が
ストレスの主因⽜として相談にさえ対応してくれない
場合もあったということであり、理解のある医師を見
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つけ出す難しさもある。
その点では、A高校やG高校のように、学校医を活
用して取り組むことも効果的である。当該高校の教育
活動や生徒の状況を理解しているとともに、内科的な
疾患が隠れている場合などには適切な指導を得ること
ができるからである。特に、A高校の学校医は地域の
医師会の副会長でもあることから、専門外の医師の診
察を必要とする場合には、他の医師への紹介が円滑に
進められている。またG高校では、学校医に対して、
来校時以外にも随時、生徒や教員の面談に対応しても
らう体制を整えている。
さらに、G高校では、保健所の相談事業を積極的に
活用している。道立保健所が主催する⽛思春期保健相
談⽜や⽛こころの健康相談⽜では、生徒への相談事業
の情報提供を積極的に行い、生徒が直接出向いて保健
師や臨床心理士、医師と面談できる体制を整えている。
また、町立保健福祉センターに対しては、地域の状況
を詳細に把握していることから、家庭環境に関わる事
例への対応等の協力体制を築いている。
一方、特別な支援を必要とする生徒に対する教育相
談に当たっては、特別支援教育機関との連携・協働が
重要である。多くの高校で活用されているのが、道教
委の⽛特別支援教育パートナー・ティーチャー派遣事
業⽜である。この事業は、2008 年度にスタートしたも
ので、各推進地域内の推進校・協力校となっている特
別支援学校の教員を、学校からの要請に基づいて派遣
し、当該学校の特別支援教育コーディネーターや担任
教員などへの助言を通して、特別な支援を必要とする
生徒の支援の充実を図るものである。直接の教育相談
は、対象外とされているが、派遣を受けた多くの学校
では、助言を生かして教育相談の充実が図られたとし
ている。しかし、本事業で派遣される特別支援学校の
教員は、本務をもちながらの派遣であるため、要請の
日時に対応できない場合も多いなど、制度の改善が望
まれる。
このほか、学校が警察や児童相談所などとの連携・
協働を進めていく場面では、個々の事例が当該機関の
権限や機能にマッチしているのか迷う場合が多く、た
らい回しにされることも少なくない。このようなケー
スの解決に当たっては、学校と当該機関が、互いに何
を期待しているのか、何を期待されているのかを伝え、
それぞれの役割と機能を明確にしながら取り組んでい
くことが大切である。
⚕．教職員間の連携・協働
これまで述べてきた専門人材との連携・協働を機能
させるためには、校内の教職員間の連携・協働が必要
不可欠である。そのために、最も大切なのは教職員間
の情報共有である。
B高校では、上の表のようなサポート委員会を設置
し、月に一回は開催することとし、委員会で扱った生
徒の状況を定期的に職員会議で報告したり、保健室や
教育相談室における相談の状況を随時、各学年やホー
ムルーム担任に伝えるなどの方法で情報共有を図って
いる。しかし、このような方法だけでは、すべての教
職員に遅滞なく情報が提供されることは難しく、不登
校が改善し登校してきた生徒が、その経過を知らない
教科担任の何気ない一言で再び不登校に陥るような事
例は防ぐことはできない。
このような課題を補うために、D 高校や F 高校で
は、学校のサーバーに生徒の情報を共有するための
フォルダーを設置して、随時、教職員が指導に活用で
きるようにしている。特に、D高校では、ホームルー
ム担任が生徒情報やスクールカウンセラーとの面談内
容、所見等の情報を随時更新して、全教職員が閲覧し
て指導に活用できるようにしている。校内のサーバー
であるため、情報セキュリティー管理を徹底する必要
もあるが、全教職員が必要に応じて情報を取得できる
点で効果的なシステムである。
また、C高校では、全教職員との生徒全員面談によ
り生徒への支援を進める取組を通して、教職員の情報
共有を行っている。C 高校では、年に⚓回のホーム
ルーム担任による個別面談のほかに、⚑年生は学年団
の教員と進路指導部の教員による全員面談、⚒年生で
は全教員との全員面談を年⚑回実施している。さら
に、⚓年生では、メンター制度（個別サポート制度）
を実施し、ホームルーム担任以外の全教員がメンター
として卒業までキャリア・カウンセリングを中心とし
た教育相談を通して、生徒の悩みなどに対応している。
C 高校は、普通科⚔間口 12 学級の中規模校であるこ
とから、一定の規模の学校でも可能な取組の実践例と
して意義ある取組である。
今後は、校内における情報共有のみならず、養護教
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表 B高校サポート委員会の構成
グループ 構 成 員
総括
教頭（委員長）、教務部長、生徒指導部長、
特別支援教育コーディネーター、養護教
諭
特別支援教育
各学年主任、各学年コーディネーター、
当該学級担任
いじめ対策
各学年主任、生徒指導部各学年担当者、
当該学級担任
諭、学校医、スクールカウンセラー、スクールソーシャ
ルワーカーがそれぞれ有している生徒に関わる情報を
日常的に交換することにより、情報の精度を高めてい
くことも必要である。
⚖．予防的・開発的な教育相談における連携・
協働
これまで述べてきた⽛チームとしての学校⽜の機能
を生かした教育相談の取組は、どちらかといえば事後
の対応に重点を置いた治療的な機能を中心とするもの
であった。しかし、問題行動等の未然防止に向けて、
生徒の内面の変容を図っていくためには、予防的・開
発的機能の面においても、専門人材との連携・協働を
進めていく必要がある。そこで、本章では、教育相談
の機能の観点から連携・協働の在り方について述べて
いく。
そもそも、構成的グループエンカウンターやピア・
サポートなどの手法を用いた予防的・開発的教育相談
に取り組んでいる高校はあまり多くはない。そのよう
な中、H高校では、⽛望ましい集団づくり⽜を教育相談
の目標に掲げ、スクールカウンセラーやパートナー・
ティーチャーからの指導・助言を受けながら、予防的・
開発的な教育相談を進めている。中学校の学級担任か
らの情報が記入された⽛個別の引継ぎシート⽜による
情報共有、全学年のロングホームルームの時間におけ
るアイスブレイク、⚑学年の宿泊研修における構成的
グループエンカウンター、吹奏楽局活動におけるピ
ア・サポートなど、教育活動の様々な場面に教育相談
の機能を生かした活動が行われている。
また、C高校では、⚑年生に⽛心の健康学習⽜という
時間を設定し、スクールカウンセラーによる集団カウ
ンセリングの中で、ソーシャルスキルトレーニングを
実施している。
⚗．おわりに
これまで、主に北海道内の高校の実践をもとに、連
携・協働の在り方を考えてきたが、これらの取組が全
道の学校に広がっていくためには、各事例に学びなが
ら進めていくのではなく、推進のための明確な指針が
必要である。
しかし、道教委が専門人材との連携・協働を施策と
して進めるに当たっての指針として示しているもの
は、関係する各事業の実施要領等に定める形式的なも
のしかなく、真に道内の地域の実情に応じた指針は作
成されていない。
教育相談等に関する調査研究協力者会議の⽛児童生
徒の教育相談の充実について⽜（報告）4) では、各教育
委員会が指針を作成するための参考としてスクールカ
ウンセラーとスクールソーシャルワーカーのガイドラ
イン（試案）を示している。
その中で、学校における体制づくりについての校長
の役割として、
ア 教職員全体の共通理解（教育相談体制の整備・
充実）
イ 教育相談コーディネーターとなる教員の位置付
けと役割
ウ スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーの校内体制への位置付け
エ 緊急支援が必要な場合の対応について
オ 活動環境の整備
カ 学校種間の連携
キ 保護者等への周知
の⚗点をあげ、それぞれ具体的に示している。
今後、北海道の教育相談が、専門人材との連携・協
働を図りながら充実したものになっていくためには、
道教委が、財政的裏付けを含めて、これらの必要性を
いかに学校に理解してもらえるように提示できるかに
かかっており、早期の指針作成を望むものである。
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